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研究成果の概要 
研究目的、研究計画、研究方法、研究経過、研究成果等について記述すること。必要に応じて用紙
を追加してもよい。 
 
研究に至る背景と目的 
本研究の着想に至る背景として、私は子どもが幸せに暮らせる環境作りを目指したいとの思いから、
児童虐待について問題意識を持っていた。児童虐待の最悪のケースは虐待死であるが、『子ども虐待
による死亡事例等の検証結果等について』（厚生労働省 平成 28 年）の第 12 次報告書によれば、対
象期間である平成 26 年４月から平成 27 年３月までの１年間に厚生労働省が把握した、我が国にお
ける子ども虐待により死亡した事例は、心中以外の虐待死事例では 43 例（44 人）、心中による虐待
死事例（未遂により親は生存したが子どもは死亡したものを含む。）では 21 例（27 人）であり、総
数は 64 例（71 人）であった。年齢別に見ると心中以外の虐待死事例では、「０歳」が 27 人（61.4％）
で最も多く、３歳未満は 32 人（72.7％）と７割を超える状況であった。子どもの年齢・月齢別でみ
ると０歳の子どもが最多で、その中でも０か月の子どもの割合が多い。虐待の類型としては「身体的
虐待」約 6 割程度を占め、次いで「ネグレクト」が 3 割ほどを占めていた。心中死では加害の動機と
して「育児不安や育児負担感」が多く挙げられており、心中以外の虐待死においても養育者（実父母）
の「養育能力の低さ」のために起こった事例や、養育者が育児不安を抱えていたりうつ状態であった
りする事例も多く報告されていた。また心中以外の虐待および心中死どちらにおいても、主な加害者
は「実母」が最多であった。これらの結果から、多くの保護者が育児に対して非常に大きな不安感や
疲労感、焦りなどを感じているにもかかわらず、それらを解消するために必要な支援がいまだ不十分
なままであると言える。したがって私は、我が国の周産期や乳幼児期における母子、さらにはその家
族全体に対する支援を手厚くすれば児童の虐待死の減少につながるのではないかと考えた。 
近年日本では、様々な子育て支援の取り組みが行われている。その中でも、一昨年より行われてい
る「妊娠・出産包括支援事業」という取り組みはフィンランドのネウボラという制度をモデルにした
ものだということを知った。ネウボラとはフィンランド在住の妊娠期・子育て期にある母子とその家
族に対して、専門職員が包括的なサポートを提供する場のことである。また私の専攻地域であるスウ
ェーデンにも、ファミリーセンターと呼ばれる、母子及び家族に子育て支援を提供する施設が存在す
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る。先行研究をふまえ、上記の施設では各家庭にかかりつけの専門職（保健師など）がつき、同一の
担当者が健診時の対話を通して母子およびその家族と信頼関係を築きながら、妊娠期から子どもが就
学するまで切れ目ない支援を行っていることが分かった。また、保健師が母子及び家庭の状況を把握
し、各家庭に合った支援を提供していることが分かった。この保健師による家庭状況の把握という過
程において、高橋（2015）によるとフィンランドでは、初診時に問診票、産後 16 回程度行われる健
診のうち 3 回は自己チェックシートと呼ばれる質問票が用いられている。しかしスウェーデンにおけ
る家庭状況の把握のための具体的な方法についてはわからず、フィンランドのようなチェックシート
の有無について気になった。また虐待防止という観点から、フィンランドおよびスウェーデンにおい
て何がリスク要因とされているのかについても知りたいと思い、本研究に至った。 
本研究では以下を目的としている。 
・保健師が家庭状況を把握する過程で用いる具体的な方法についての理解（チェックシートの有無と
それの使われ方） 
・何をリスク要因と考えているかについての理解 
 
研究手法 
・文献やインターネット上からの資料の収集 
・現地において、専門職員に対するヒアリング調査 
 
＜ヒアリング調査について＞ 
事前に取材・施設見学依頼をし、了承をいただけた 6 か所の施設を訪問した。スウェーデンでは保健
師およびソーシャルワーカー（socionom：社会的用語を担う社会福祉サービスの実務に携わる職員、
国内の大学の社会区福祉学科で３年半あるいは４年間の家庭を卒業した社会福祉学学士）、フィンラ
ンドでは保健師にそれぞれ以下の日程でヒアリングを行った。 
・スウェーデン 
① 8月 17日 ヨーテボリ市、アンイェレード地区のファミリーセンター(Familjecentralen Angered 
centrum) 
② 8 月 18 日 ストックホルム市、フィスクセトラ地区のファミリーセンター（Fisksätra BVC） 
③ 8 月 19 日 ストックホルム市、サーレム地区のファミリーセンター (Familjecentralen I Salem) 
・フィンランド 
④ 8 月 22 日 ロヴァニエミ市、ケスクスタンネウボラ（Keskustan neuvola） 
⑤ 8 月 24 日 ヘルシンキ市、医療機関（Kivelän Saipaala(Stengårds 
sjukhus)/Terveysasema(Hälsostation)）内のネウボラ 
⑥ 8 月 25 日 ヘルシンキ市、医療機関（viiskulman terveysasema）内のネウボラ
（ HelsinkiLauttasaaren ja Viiskulman neuvolat） 
 
また質問事項は以下のとおりである。 
A，健診の時、家族の状況を把握するためにどんな質問をするのか？質問リストのようなものはある
か？ 
B，（質問票がある場合は、それを用いて）家族とどのような話をするのか？ 
C，何をリスク要因と考えるか？ 
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D，（質問以外に）どんな情報を参考にするか？例えば、外見、ふるまいなど。 
E，ここ（ファミリーセンターやネウボラ）での活動は、児童虐待防止にどのように役立っていると
思うか？ 
 
研究成果 
１，母子および家族の保健を担当する機関について 
１－１，スウェーデン―ファミリーセンター 
ファミリーセンターとは地方自治体が運営し、特に妊娠期と子育て期に関して専門職がサポートを提
供している、以下の 4 つの部門が統合された複合施設である。 
・妊産婦保健センター(MVC:Mödravårdscentral)･･･妊産婦検診と両親教育の実施。妊婦の相談にも
応じる。 
・子ども保健センター(BVC:Barnavårdscentral)･･･乳児～就学前（5 歳）までの子どもに対して健診
を実施し、医療を提供する。家族と面談し、子育て相談を受ける。 
・オープン保育所(Öppen förskola)･･･公的保育所（就学前学校、家庭保育所）に登録していない子供
が、親と一緒に無料で利用できる施設。 
・社会福祉サービス(socialtjänsten)･･･コミューン（スウェーデンの市町村単位）の管轄である福祉
行政の出張窓口。個人・家族を扱う部門で、家族が利用可能な社会保障についての情報提供や手続き
などのサービスを提供する。子どもの強制保護も担う。 
 
以前はそれぞれが個別で機能していたが、1980 年代ごろから家庭福祉に関連する機関を一カ所に集
めようという動きが活発に見られ、統合が進められてきたという歴史がある。現在その流れは収束し
ており、地方自治体によってファミリーセンターという同一施設であったり、関係機関を連携を取り
ながらそれぞれ独立して機能していたりと様々である。 
 
１－２，フィンランド－ネウボラ 
フィンランドにおいて、周産期・子育て期にある家族は、ネウボラと呼ばれる施設でかかりつけ専門
職員（主に保健師）から健診や子育て相談などのサービスを受けることができる。 
・出産ネウボラ…保健師または助産師による、妊産婦健診と両親教育の実施。 
・子どもネウボラ…新生児から就学前（6 歳）までの子どもの健診を実施。 
・家族ネウボラ…上記二つが保健セクターであるのに対し、社会福祉セクターを担う。１２歳までの
子どもを対象とし、子どもの成長・発達や家族の相互コミュニケーションの課題に焦点を絞った支援
を多職種チーム（子ども・家族ソーシャルワーカー、心理士、小児精神科医など）で行う。（高橋 2015）
対象者が要支援であると認められた子どもに限られている。 
 
ネウボラに関してもあり方は地方自治体によってさまざまで、1 つに統合されているところもあれば
それぞれが連携を取りながら独立して機能しているところもある。 
 
２，保健師による、産後の健診時における母子及び家庭の状況把握の過程 
この章では、子ども保健センターおよび子どもネウボラで行われる乳幼児健診について、スウェーデ
ンとフィンランドを比較した。 
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表 1 乳幼児健診に関する、スウェーデンとフィンランドの比較 
 スウェーデン フィンランド 
実施回数 12 回（1 歳まではほぼ二ヶ月に一
回、1 歳以降は 1 年に 1 回のペー
ス） 
15 回（初月は 2 回、その後 1 歳までだ
いたい 1 ヶ月に 1 回、1 歳以降は 1 年に
1 回ペース） 
担当 保健師、医師、ソーシャルワーカ
ー 
保健師（あるいは助産師）、医師 
対象 親と子（親については規定なし） 母と子 
総合健診(1)の際は母、父、子、他のきょ
うだい 
実施内容 子どもの健診、親子の面談、親の
子育て相談、子の予防接種・発達
検査 
子どもの健診、親子の面談、親の子育て
相談、子の予防接種・発達検査 
チェックシート
の有無 
無し 
決められた質問事項は無く、親と
子それぞれとの対話を通して家族
の状況についての情報を集めてい
く 
質問をするのではなくまずは親子
の話に耳を傾ける(2)(3) 
有り 
初診時の問診票、総合健診時の自己チェ
ックシートのほか、EPDS(Edinburgh 
Postnatal Depression Scale:エディン
バラ産後うつ質問票)なども用いる。 
質問票はきっかけづくりにすぎず、対話
を最も重要視している。(4) 
 
(1)総合健診…5 回目、10 回目、14 回目に実施される母、父、子、きょうだいなど家族全員を対象に
した健診。「子どもだけ、あるいは、母子だけでなく、家族全体を見なければ、子どもが安定した生
育環境にいて順調に成長しているかどうか把握が難しいという、ネウボラの現場出の課題に応えるも
の」（高橋、2015）で、法的根拠や内容も法令(ⅰ)で定められている。質問項目は親になることへの
思いやカップル関係、身の回りで頼ることのできるサポートネットワークがあるかどうか、家族の健
康状態、などについてたずねている。 
(2)②のファミリーセンターにおいて、インタビューに協力してくださったソーシャルワーカーは、 
子どもを授かった時どのように感じたか、など子どもに対する親の気持ちについて話す。母子の関係
について―例えば子供が目を見るか、子どもと話すかなど、子どもとうまく関係を築けているかどう
かや、親子の外見や振る舞いを見たりもする。子どもと対話する際、子どもの年齢によっては自分の
気持ちをうまく話せないこともあるので、この（写真１）のようなものやカードなど感情を表す絵が
描かれている道具を対話の補助として用いることもある。 
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と話していた。 
(3)③のファミリーセンターでは、・身体的活動、・子どもの発達、・
遊ぶ環境および刺激、・外傷予防、・歯、・喫煙、・アルコール、・（社
会的）支援についての面談の有無、などの項目があるアセスメント
シートを使用していた。それぞれの項目に対して保健師が親に質問
し、保健師が書き入れていく。 
(4)フィンランドにおける問診票や質問票は、すべて事前に親が回答
し、面談の際保健師がそれらを見ながら対話を行うという形をと
る。ヘルシンキ市における⑥のネウボラでは、初診時飲酒・喫煙・
薬物使用歴があると答えた女性には、独自のさらに細かい質問票を
配布していた。 
 
３，チェックシートの有無に関する考察 
ここでは、スウェーデンとフィンランドにおける家庭状況の把握と
いう過程で、チェックシートの有無という違いがなぜあるのかについて考察したい。 
そもそもチェックシートは家族の健康状態や経済状況、生活状況や親になることについての思いにつ
いて聞き、子どもにとってより良い生育環境を作る妨げとなるリスクを把握する手段のひとつとして
用いられている。今回は虐待という観点から見ているが、チェックシートの有無という差が出たのは、
両国において虐待に対する対応のしかたが異なっているからではないかと考えた。そこで虐待対応に
関する法制度に注目した。 
以下の表は古橋（2010）で使用されていた表の一部を抜粋したものである。（選出は筆者による） 
 
表２  諸外国における児童虐待への法制度上の対応など 
 日本 スウェーデン フィンランド 
位置づけ 主に虐待防止法で
対応 
主に関連法で対応 それ以外 
特徴 障碍者虐待には個
別法は無い 
一般法である社会サー
ビス法で対応される場
合が多い 
児童虐待は子ども保護法
が対応、女性・高齢者・
障碍者虐待に関し特別規
定は無い 
＜根拠法＞ 
個別法の有無 
◎ 
児 童 虐 待 防 止 法
(2001) 
〇 
青少年の保護に関する
特別規定を定める法律
（LVU） 
〇 
子ども保護法(2007) 
<対象> 
規定の有無 
〇 
18 歳未満の者 
〇 
18 歳未満の者 
〇 
原則 18 歳未満の者 
<加害者＞ 
規定の有無 
〇 
保護者 
〇 
過程における虐待 
× 
＜虐待暴力の種
類＞規定の有無 
〇 〇 × 
写真 1 撮影者：中川 
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<早期発見＞ 
規定の有無 
〇 
義務 
× 
一般規定のみ 
× 
＜通告・通報義務
＞ 
規定の有無 
〇 
義務 
〇 
一般市民、職務関係者で
異なる       
〇 
職務従事者に義務 
＜立ち入り調査
＞ 
規定の有無 
〇 
虐待の恐れのある
場合は実施可能 
〇 
警察との連携が可能な
場合 
〇 
子ども保護を行う必要性
の判断のための調査 
<一時保護＞ 〇 〇 〇 
その他特記事項 通告・通報の守秘義
務があり、児童の保
護者に対し出頭要
求・再出頭要求の規
定あり。 
児童虐待については、一
般市民に通報義務、職務
関係者と関係諸機関に
通報義務が規定されて
いる 
女性・高齢者・障碍者の類型
に接近禁止令法における一
時的接近禁止令が適用され
うる。児童虐待に関する早期
発見規定は無いが、自治体に
予防義務を課す規定あり 
＜保護＞ 
規定の有無 
〇 
入所・里親委託・保
護受給者委託 
〇 
任意保護・強制保護 
〇 
入所・里親委託 
＜面接制限＞ 
規定の有無 
〇 
入所・一時保護にお
ける面会・通信制限 
〇 
強制保護における面
会・通信制限、滞在場所
の秘匿 
〇 
入所・一時保護における
面会・通信制限 
＜加害者に対す
る指導＞ 
〇 
家 族 に 対 す る 指
導・家族再統合 
× ○ 
オープンケアの一環とし
ての保護者の支援 
その他特記事項 高齢者虐待の場合、
擁護者の負担軽減
のための相談、指導
及び助言その他の
措置あり 
DV 加害者に対しては全
国的に IDAPなどの加害
者更生プログラムが実
施されている 
女性・高齢者・障害者の
類型に、家族間接近禁止
令が適用されうる 
 
表を見ると、フィンランドでは早期発見について規定はないが自治体に予防義務が化せられており、
通告・通報義務については職務従事者のみ義務が課せられている。つまりフィンランドでは通報を義
務づけられている対象が少なく、かつ予防が義務となっているため問題が起こる前にできる限りリス
ク要因を把握しそれに対してアプローチするであろうことがわかる。高橋（2015）によると“「予防
的な子ども保護（第 3 条 a）」は、子どもの成長、発達および幸福を増進・保証し、親・養育者を支
援するために、学校、青少年支援活動、保育園、出産・子どもネウボラなどで実施され“ると述べら
れており、「自治体」として想定されているのは上記のような機関や組織だと考えることができる。
従って就学前の子どもに対する虐待の予防義務を果たす上でネウボラはかなり大きな役割を担って
おり、フィンランドにおける児童虐待の対応のプロセスにとってネウボラで行われるリスクの把握が
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非常に重要であることがうかがえる。 
一方スウェーデンでは早期発見について特に規定はなく、通告・通報義務について一般市民と職務
従事者・関係諸機関ともに通報義務が課されている(ⅱ)。高田(2014)によると、スウェーデンでも児
童虐待の予防や発見を積極的に行うことが要請されているが、社会サービス法がそのように要請して
いるのは「社会委員会」と呼称される行政機関であり、ファミリーセンターではない。もちろんファ
ミリーセンターにも通告・通報義務があり、よりよい生育環境で子どもが育つために児童虐待のリス
ク把握に努めねばならない。しかしファミリーセンターは主体的に動くというよりは、社会委員会と
連携し補助するような形で協働する機関という位置づけである。 
これらのことから、スウェーデンにおいてチェックシートが使用されないのは、ファミリーセンタ
ーは支援する側と支援される家族との関係性を強めるための地域の子育て広場のような面もあり、虐
待対応については協働機関のひとつという位置づけであるためではないか、一方フィンランドで様々
なチェックシートが用いられているのは、フィンランドの虐待対応においてリスク把握という大きな
役割をネウボラが担っており、リスク把握の際に漏れがあってはならないためではないかと推察し
た。視察したファミリーセンターには親が子どもを遊ばせながらお茶を楽しんだり歓談ができたりす
るスペースがあり、非常にアットホームで親同士が集まってネットワークを形成しやすい雰囲気であ
ったこと、フィンランドのネウボラが医療機関の中にあり健診以外では気軽に立ち寄りにくい印象を
受けたこともこの推察を強めるものである。 
 
今後児童虐待への対応という面から、ファミリーセンターやネウボラを取り巻く関連機関との協働や
法制度について深めていけば、より知見が深まることと思う。またヒアリング調査をした際、虐待す
なわち身体的虐待ととらえての答えも多く、性的虐待等について深く聞き取ることができなかった。
これらの反省も踏まえ、スウェーデンやフィンランドにおいて虐待がどのように定義されているか
や、両国において最も重要視されている子どもの権利や子どもにとっての最善はどのように定義され
ているかについてもさらに深めていきたい。 
 
（脚注） 
ⅰ「ネウボラ活動、学校・生徒の保健および青少年の予防的な歯科医療に関する法令」 
ⅱ 一般市民は怠った場合の罰則がない、という違いがある。 
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